
社団化30周年記念特集
管内各地で法人会設立

昭和 22 年の画期的な税制改正により申告納税制度
が採用され、各地で設立された法人会は、税制及び
税務行政の改善に協力するとともに、自主申告制度
の確立と定着に邁進していた。

昭和 25 年、シャウプ勧告を元にした税制改革が行
われ、青色申告制度が導入された。
連合会結成［昭和 29 年 10 月 20 日］

管内各地の 11 法人会は税知識の普及と納税同義の
高揚に協力していたが、多治見法人会連合会を結成
して組織を強化した。

多治見法人会発足［昭和 53 年 6 月 27 日］
管内地区法人会を統合し、会員 1,354 社をもって、

多治見法人会として発足し、活動の充実を図った。
社団化認可［昭和 57 年 7 月 5 日］

多治見法人会を発展的に解消し、その歴史を継承
した社団法人多治見法人会として名実ともに社会か
ら認められた、民法に定める公益法人として名古屋
国税局から認可を受ける。

さらに健全な納税団体として、適正な自主申告納
税制度の普及と税の役割の PR を図り、企業経営及
び社会の健全な発展に貢献することを誓約、実行す
る。会員数約 1,700 社。
簡保収益事業開始［平成元年］

郵便局簡易保険団体取扱事業を開始。
社団化10周年記念式典を挙行［平成5年6月9日］

新築された多治見市産業文化センターを会場に盛
大に挙行。事務局も現在の所在地に移転。

多治見市新町 1-18　多治見市産業文化センター 4F
社会貢献活動に取り組む［平成 10 年～］

税以外の社会貢献にも取り組み事業を拡大。平成
10 年、青年部会が土岐商業高校へ出向き、3 年生を
対象に模擬面接を開始。平成 11 年、可児支部が「ク
リーンキャンペーン」可児川の清掃活動を開始。
会費基準の統一［平成 11 年］

支部ごとの会費基準を撤廃し、資本金割 7 段階の
基準に統一。役員等の特別会費も撤廃。PC での会員
管理・会計ソフト等を導入。

E メール設置、ホームページ開設［平成 12 年］

社団化 20 周年記念と『税を知る週間』公開講演会開催
平成 14 年 11 月、社団化 20 周年記念と『税を知る

週間』公開講演会第 1 回を開催。毎年支部持ち回りで、
公開講演会または映画の夕べを開催。税金クイズ等
で税の啓発を推進する。
e-Tax（国税電子申告・納税システム）導入を推進

平成 16 年、e-Tax 導入推進委員会を設置し、利用
拡大を図る。
笠原支部が多治見支部と合併［平成 17 年］

4 支部となり、笠原支部は多治見支部笠原地区会
となる。兼山町が可児市と合併。笠原町が多治見市
と合併。多治見税務署管内は 4 市 1 町となる。
公益法人制度改革関連 3 法案成立

平成 18 年 5 月成立。6 月公布。当会の進路を検討。
公益事業の拡大を図りながら、公益事業比率や役員
の連座制など高いハードルと大きなリスクを数年か
けて協議。

平成 20 年 12 月 1 日施行。当会は民法に定める公
益法人から特例民法法人となる。
租税教育活動の拡大を図る

平成 21 年、租税教室講師担当を開始。平成 22 年、
夏休み親子税金教室と映画会を開始。サマータイム
ガーデンに参画。女性部会・青年部会が租税教育活
動の推進役を担う。
一般社団法人への移行を決議・可決

平成 23 年 5 月 25 日開催の第 29 回通常総会に於い
て一般社団法人への移行を可決。10 月 7 日、岐阜県
へ申請提出。11 月 14 日付で認可の基準に適合する
と答申を受ける。（全法連等が公益認定を取得。）
一般社団法人認可［平成 24 年 3 月 21 日］

岐阜県知事より一般社団法人の認可を受け、平成
24 年 4 月 1 日付で移行登記を完了し、一般社団法人
多治見法人会となる。

多治見法人会のあゆみ

多 治 見 市 多治見法人会・滝呂法人会

土 岐 市 土岐津法人会・駄知法人会
妻木法人会・下石法人会

瑞 浪 市 瑞浪法人会・陶法人会
可 児 市

可児法人会御 嵩 町
兼 山 町
笠 原 町 笠原法人会
多治見・土岐
地 区 農協法人会

資本金区分 年会費額
500 万円未満 5,000 円
500 万円以上 1,000 万円未満 6,000 円
1,000 万円以上 2,000 万円未満 8,000 円
2,000 万円以上 3,000 万円未満 12,000 円
3,000 万円以上 5,000 万円未満 16,000 円
5,000 万円以上 1 億円未満 20,000 円
1 億円以上 30,000 円

そ　の　他 年会費額
支店法人 5,000 円
同一資本系列 ･ 同族関係子会社 半額

ただし最低額 5,000 円
同一代表者・所在地の子会社 1,000 円

e-mail houjin@mail.c-5.ne.jp

URL http://www.C-5.ne.jp/ ～ houjin/
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